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はじめに 

 

 

 このほど「事務処理ルールによらない電気供給契約等」の事案が明らかとな

りました。市民の皆様からの信頼を失墜させるものであり、市長として非常に

遺憾な思いであります。 

本市では、コンプライアンスの推進に当たり、本年２月に「秦野市コンプラ

イアンス推進基本方針」を策定し、より実効性のある体制について検討を進め

ておりましたが、そのような中で本件事案が生じました。 

この基本方針にも掲げている「風通しのよい開かれた職場環境」をつくるた

めには、日ごろからのコミュニケーションは欠かせないものであり、各職場の

リーダーたる管理職職員は、それを常に念頭に置きマネジメントを行うととも

に、全職員が地方公務員としての基礎・基本に立ち返り、職務に当たる必要を

感じています。 

本件については、まさに基礎・基本をないがしろにした結果であると考えて

おり、この事案についての報告を受けた後、徹底的な事実関係の調査と、再発

防止策の取りまとめを指示しました。「秦野市コンプライアンス推進委員会」

での調査・協議を行い、その結果を踏まえ、報告をするものです。 

市民の皆様には、改めてお詫び申し上げるとともに、引き続き、本市のコン

プライアンス推進体制の強化を進め、組織としての秩序維持及び職員の意識醸

成と資質向上を図り、市民の皆様から信頼される市役所となるよう、全力で取

り組んでまいります。 

 

 平成３０年１２月  日 

                      秦野市長 高 橋 昌 和  
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再発防止に向けた取組みの目的とその経過について 

 

 この「職員の不適切な事務処理の再発防止への取組み」は、秦野市コンプラ

イアンス推進委員会及び同委員会調査部会において、「事務処理ルールによら

ない電気供給契約等」に係る事実関係と原因の調査及び再発防止への取組みを

まとめ、全ての職員が今後の業務に生かし、こうした事案を再発させないこと

を目的とするものです。 

 

【委員会及び部会の開催経過】※本件事案に係る会議のみ記載しています。 

 (1)  平成３０年度第３回秦野市コンプライアンス推進委員会 

  ア 期日 平成３０年１０月１８日（木） 

  イ 議事 不適切な事務処理事案等について（事務処理ルールによらない

電気供給契約等について） 

 (2)  平成３０年度第１回調査部会 

  ア 期日 平成３０年１０月２９日（月） 

  イ 議事 事案の調査について 

 (3) 平成３０年度第２回調査部会 

  ア 期日 平成３０年１１月９日（金） 

  イ 議事 事案の調査及び調査事案に係る再発防止策について 

 (4) 平成３０年度第３回調査部会 

  ア 期日 平成３０年１１月１５日（木） 

  イ 議事 調査事案に係る再発防止策について 

 (5) 平成３０年度第４回調査部会 

  ア 期日 平成３０年１２月６日（木） 

  イ 議事 調査事案に係る再発防止策について 

 (6) 平成３０年度第４回秦野市コンプライアンス推進委員会 

  ア 期日 平成３０年１２月１４日（金） 

  イ 議事 

   (ｱ) 調査部会からの報告について 

   (ｲ) 再発防止への取組み（素案）について  
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事実関係と原因及び再発防止のための取組み 

 

 事務処理ルールによらない電気供給契約等 

 

 (1)  事実関係 

      市民部スポーツ推進課が所管している秦野市おおね公園（以下「おおね

公園」という。）の電気料金については、小売電気事業者である東京電力

エナジーパートナー株式会社との契約により、使用電力に応じ、毎月約 

２００万円を支払っていた。 

電気料金について、平成３０年３月請求分１，９１０，３５５円（支払

期限４月１６日）に対し、スポーツ推進課の担当職員（以下「担当職員」

という。）が期限までの支払い手続きを怠り、４月２４日付けで催告書

（５月１４日付けの契約解除予告）を受け取っていたにもかかわらず、管

理職職員に報告をせず、出納整理期間末日（５月３０日）までに支払いを

すればよいと判断した。 

後日、東京電力エナジーパートナー株式会社は催告書のとおり契約解除

を伝えたため、担当職員は契約のために必要な事務手続を行うことなく、

また、政策部文書法制課所管の公印をその管守者（文書法制課長）の書面

確認を受けずに使用して電気最終保障契約申込書を作成し、送配電事業者

である東京電力パワーグリッド株式会社に送付した。これにより割高な電

気料金の契約となったものである。 

なお、その後の調査において、平成３０年２月請求分の電気料金につい

ても支払いが１０日遅延したことによる利息４，７８５円が発生していた

ことも判明した（４月請求分に含まれ、本市が支出していた）。 

さらに、６月には、契約解除までの東京電力エナジーパートナー株式会

社による６月請求分８７，７１５円（電気料金６９，１８６円及び３月請

求分の遅延利息１８，５２９円／支払期限７月９日）及び東京電力パワー

グリッド株式会社による６月請求分２，３５６，２２９円（支払期限７月

１７日）の処理が必要であったが、これらについても事務手続を怠った。 

担当職員は、７月１９日付けで東京電力エナジーパートナー株式会社に

よる催告書を受け、個人負担により６月請求分８７，７１５円を支払った

（支払日７月２６日）。 

一方、７月２５日付けで東京電力パワーグリッド株式会社による催告書
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（８月７日以降電気の供給停止予告）を受け、担当職員はスポーツ推進課

長（以下「課長」という。）や予算主任である同課スポーツ推進担当の課

長代理（以下「予算主任」という。）等の印を無断で使用した支出命令票

（支払金額：２，３５６，２２９円）を作成し、支払日８月３日の支出処

理を行った。 

９月４日に、東京電力パワーグリッド株式会社による８月請求分に６月

請求分に係る延滞利息９，０８１円が含まれていることについて、支出事

務を行う会計課から予算主任に指摘があった。これを機に課長が遅延利息

の発生、契約解除及び契約先の変更の事実を把握したが、担当職員もこれ

らの事実は同日に気が付いたとの虚偽の報告を行い、課長は経緯等の調査

を指示した。 

その後、課長は、１０月１日に市民部長にこれまでの状況を報告し、同

月５日に宮村副市長への報告を行った。 

宮村副市長の指示により、課長及び予算主任が東京電力エナジーパート

ナー株式会社との契約に戻す交渉のため、同社及び東京電力パワーグリッ

ド株式会社を訪問したところ、内部事務手続を行わないまま契約をしてい

たことや、一部支払いを個人負担で行っていたことが判明した。 

 

 (2)  原因 

    ア  財務及び会計事務の処理に関する期限厳守意識の欠如 

        担当職員は、おおね公園の電気料金について、平成３０年２月請求分

から予算が不足することを事前に認識していたにもかかわらず、予算の

流用等に係る事務の知識・経験不足や、支払い期限の厳守に対する認識

の甘さなどにより適切に処理することができず、その結果として、２月、

３月及び６月請求分と３回にわたり支払いを遅延させた。 

    加えて、課長、予算主任及び会計課課長代理に対して虚偽の報告をし

たため、事案の発覚が遅れた。 

また、スポーツ推進課においては、担当職員に加え、管理職職員（課

長、平成２９年度及び３０年度それぞれの同課おおね公園・施設管理担

当の課長代理（以下「新旧課長代理」という。）及び予算主任）は、納

期限が過ぎた際に延滞利息が発生するという認識など、公金の支出処理

に係る意識が欠如していた。 
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    イ  支出事務処理に係る進捗管理の不徹底 

        課長及び予算主任は、電気料金の２月請求分に対し、予算不足が発生

したことから担当職員に一部流用の処理を指示し、納期限から１０日間

遅れて支払いを行ったことを認識していたにもかかわらず、３月請求分

の支払いに係る予算の流用及び支払処理について状況を確認するなど、

担当職員に対する指導･助言を継続して行わなかった。このことが、担

当職員の事務の遅延や隠ぺい等の不適切な事務処理を招く一因となった。 

また、担当職員を直接監督・指導すべき新旧課長代理は、支出事務処

理などにおいて納期限のチェックを行うという認識がなく、スポーツ推

進課全体としても事務執行の進捗管理体制が欠如していたと言わざるを

得ない。 

    ウ  支出事務処理手続に係るチェック不足 

        支出事務を行う会計課は、２月請求分及び３月請求分の支出命令票の

審査に当たり、納期限を超過しているにもかかわらず、担当職員に延滞

利息発生の有無について確認した際、その言葉を信用し、課長や新旧課

長代理、予算主任への確認を十分に行わなかった。 

さらに、確認が十分でない中、８月請求分において、６月請求分の延

滞利息を電気料金と一括して支払処理を行った。 

    課長、新旧課長代理及び予算主任は、担当職員が度重なる延滞利息を

発生させ、契約を解除された事実や、内部事務手続を行わず新たな契約

を締結したことについて、虚偽の報告をしていたとはいえ、本年９月４

日に会計課から指摘があるまでその状況を認知できなかった。 

    エ  公印使用承認時の確認不足 

        担当職員は、東京電力エナジーパートナー株式会社から契約を解除さ

れることにより、おおね公園への電気の供給が止まることをおそれ、内

部事務手続を行うことなく東京電力パワーグリッド株式会社との電気最

終保障供給契約手続を行った。契約に必要な書類に市長名の公印を押す

必要があったため、政策部文書法制課の職員に別の決裁済文書を提示し、

公印の使用承認を受けた際、隠し持っていた書類にも押印していたこと

から、これまで進めていた公印の適正使用に向けた取組では防ぐことが

できなかった。 

    オ  職場内での連携不足 

        市民部スポーツ推進課おおね公園・施設担当に所属する職員は、課長
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や予算主任と異なる場所（おおね公園内事務室）で勤務している。加え

て、人事異動による課長代理の交代や、技術職員（建築職）である課長

代理が財務事務の知識や経験が不足していたことから、事務処理を担当

者に任せてしまうなどの状況が重なったため、担当職員は必要な指導・

助言が得られず孤立する状況にあり、課内での情報共有も十分に図られ

ていなかった。 

また、市民部スポーツ推進課においては、不適切な事務処理の事実を

確認後、１か月もの間、市民部長に報告を行っていないことや、電気料

金に係る支出命令票の事務処理時に、担当職員が課長、予算主任及び平

成３０年度の同課おおね公園・施設管理担当の課長代理の印をそれぞれ

の不在時に使用し、その後の報告も行わないなど、同課全体における適

切な報告や相談等の連携が不十分であったことは明白である。 

なお、おおね公園に係る電気料金の請求書等の文書は、課長や新旧課

長代理を介さず担当職員に直接届くようになっていたため、その内容を

管理職職員は把握していなかった。 

 

 (3)  再発防止のための取組み 

    ア  財務事務処理に係る研修等の徹底 

    職員の法令遵守の徹底や、適正な事務処理に関する研修に加え、公

金の取扱いに対する職員意識を高めるため、職場内でのＯＪＴのほか、

支払の処理、予算の流用など財務事務処理の手続、地方公務員として

のリスク対応やモラルに関する知識の習得などについて、実務レベル

での研修を行う。 

また、予算の流用は、さまざまな場面で必要となる可能性があるこ

とから、分かりやすく、簡易に確認できるチェックシートを作成する

ととともに、財務事務処理に関する相談体制を充実させる。 

    イ  支出事務処理に係る進捗管理 

定期的な支出事務処理は、請求日、支払い期限がある程度明確なため、

管理職職員が請求の有無、支払期限や処理状況などを常に確認できるチ

ェック表等を作成し、必要な処理を職場内で複数の職員が確認できるよ

う情報を共有する。 

ウ  支出命令票の審査におけるチェック体制の強化 

        会計課は、支出命令票のチェック項目を再度見直すとともに、日ごろ
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から事務処理が遅れがちな職員や疑義が生じた伝票については、担当課

の管理職職員や予算主任とその情報を共有し、起票及び決裁時における

注意・指導を徹底する。 

    また、秦野市財務規則をはじめ、会計上のルールや基準等の周知徹底

を図る。 

  エ 公印使用承認時におけるチェックの強化 

    公印の適正使用に向けたさらなる取組として、公印使用場所への決裁

済原議書等以外の書類の持込みを制限するとともに、公印を管理する課

等において、決裁済原議書と押印を必要とする文書との照合をさらに徹

底する。 

    また、職員に対し、公印の重要性を再認識してもらうよう改めて周知

を図る。 

  オ 管理職職員における事務執行の適正管理 

    管理職職員は、所属職員に、適宜、声かけを行うとともに事務の進捗

状況を確認するなど、職場内全体の円滑なコミュニケーションに配慮し

た指導・助言に努めるものとする。 

    特に、課等の長とは別の職場に勤務している職員に関しては、管理職

職員が特に注意を払い、職場内での連携を密接にするための担当内及び

課内ミーティングを習慣化させるとともに、一連の事務処理の過程にお

いて、管理職職員が担うべき役割を明確にしておく。 

    また、請求書等の文書は、原則として、課等の長が勤務する施設で収

受し、担当者に回付するルールを徹底する。 

さらに、課等の長が不在の場合や緊急時などにおける文書収受の方法

を明確にしておくとともに、管理職職員の決裁に使用する印鑑について

も、適切な管理を徹底する。 

  カ 口座一括振替のシステム化への対応 

    公共料金の定例的な支払いという裁量の余地がない事務について、処

理の効率化及び正確性の向上を図るため、支払い方法を見直し、公共料

金を口座一括振替により支払うシステム等の早期導入について検討する。 


